
■意見交換会の概要
１．開会挨拶
キャンディッド・ヴァネッサ　PPP支援推進機構 事務員
今回の研修は、経済産業省助成によ

る「アジア地域における排出ゼロに向
けた人材開発プログラム」の一環で、
鉄道インフラ整備のPPPプロジェクト
に関する主要な人材の招聘プログラム
として６月16日から20日の日程で行
われていることの説明があった。

２．当研究所の紹介
藤﨑 耕一　主席研究員・研究統括
フィリピン側に歓迎の意を表した上

で、当研究所の歴史的成り立ち、活動
概要を説明した。また、本部と両海外
事務所（AIRO及びJITTI）における最
近の研究調査テーマの一覧に加え、当
研究所から英語での発表が可能な研究
調査テーマの候補の紹介を行った。

３．研究成果の発表
小御門 和馬　研究員
当研究所の共同研究調査「交通分野に

おける水素の利活用」（2023～2024
年度）の成果を基に、「日本の鉄道分野
における水素の利活用と日本における
水素サプライチェーン」（原文は英語）
と題して、発表を行った。
はじめに、日本の鉄道分野の脱炭素

化に向けた動向を紹介した上で、なぜ鉄道分野で水素の利用
が期待されているのかについて説明を行った。また、鉄道と
道路交通のモード連携による纏まった水素需要の創出及び安
定的な水素供給が見込まれる地域をモデル化し、その先行地
域における初期的な導入を通じて、意欲と実現可能性の高い
地域から水素の社会実装を全国に広げることが重要であるこ

フィリピンPPPセンターとの意見交換会の開催
2025年６月17日

■開催経緯
フィリピンPPP（Public-Private�Partnership）センター

は、国家経済開発庁に所属する国家機関であり、フィリピンに
おける�PPP�プロジェクトの実施を促進するため、プロジェク
ト準備のあらゆる面で実施機関を支援し、プロジェクト開発・
監視ファシリティ（Project�Development�and�Monitoring
Facility）サービスを通じて、プロジェクト助言・促進サービ
スを提供し、様々な能力開発活動を通じて実施機関の監視・
強化に携わっている。
同センターは、一般財団法人PPP支援推進機構（会長：山

内弘隆�武蔵野大学経営学部特任教授・一橋大学名誉教授）が
持続可能な交通イニシアティブ支援というテーマで企画し、
経済産業省の助成支援を活用して行う、日本の鉄道の先進的
な技術と運営システムに関する招聘研修の一環として、当研
究所、国土交通省、鉄道技術総合研究所、鉄道車両製造事業
者、鉄道事業者等を訪問した。最初に訪問した当研究所では、
鉄道における水素の利活用を中心に、意見交換を行った。
なお、PPP推進支援機構は、発展途上国政府等から提供さ

れたインフラ案件の事業方式のスクリーニングによる案件リ
スク低減、PPP実現可能性検討（Feasibility�Study）申請
を行う官民又は民民の連携体の組成のコーディネート、PPP
実現可能性検討を成立させるための相手国との合意形成、関
係者への啓発活動等を行っている。

■参加者
会場：運輸総合研究所	2階会議室
参加者：
（フィリピンPPPセンター）	ヘルナンデス所長、リコテ副所長、ザフェ部長、	他１名
（PPP推進支援機構）橋詰マネージャー、ヴァネッサ事務員
（運輸総合研究所）	藤﨑主席研究員・研究統括、小林研究員、古曵研究員、小御門研究員、髙橋研究員、山脇調査員国
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と、複数モードによる水素供給インフラの共用化が需要の創
出とインフラ整備のコスト削減に寄与することなどについて
説明を行った。

●質疑応答
Ｑ（シンシア・ヘルナンデス フィリピンPPPセンター所長）：
フィリピンでは費用に敏感だが、水素列
車とディーゼル列車を費用で比較する
とどうなるか。
また、水素燃料以外に、バッテリー

とディーゼルとのハイブリッド車両な
どもあるのに、何故、水素に焦点を当
てるのか。
Ａ（小御門研究員）：現時点では、ディーゼル燃料と比較して
水素の費用がかなり高いので、政府の助成金等がなければ、
導入は現実的ではない。
また、日本では、鉄道分野の2050年カーボンニュートラ

ルの実現のために、あらゆる手段を使う前提であるが、例え
ば、バイオ燃料は、航空（におけるSAFの使用）及びトラッ
ク等と競合するので、それだけでは量的に足りない。また、
山間部での車両走行には、バッテリーでは、馬力と電力が不
足するので、水素利用に利点がある。当方は水素が最も有効
な利用シーンは何かについて研究を行った。

Ｑ（橋詰 健 PPP推進支援機構マネージャー）：日本における
水素社会の目標とそれを達成する上で
の課題は何か。
Ａ（小御門研究員）：日本政府は、水素
の供給コストを2030年、2050年と
段階的に引き下げる目標を立てている。
しかし、2030年の目標達成は難しい
と言われている。何故なら、日本は、
クリーン水素の製造に必要な再生可能エネルギーが少ないの
で、輸入に頼る必要があり、豪州と中東で生産されるクリー
ン水素に期待しているが、豪州でも、初期投資、人材育成等
が円滑に進まずに、日本が輸入できる量が想定よりも少なく
なるおそれがあるからである。

Ｑ（ジョン・ドミニック・ザフェ フィリピンPPPセンター部長）：
水素利用で成功した、又は積極的に進めて
いる海外の地域の事例は把握しているか。
Ａ（小御門研究員）：欧州での取組が先
行している印象である。ベルギーのア
ントワープでは、船舶と自動車の水素
ステーションの共同利用が実用化され
ている。ドイツでは、水素燃料電池鉄
道車両が既に導入されているが、その後運行を休止している。
スペインのマヨルカ島では、再生可能エネルギーから水素を
生産し、島の交通や産業部門等のエンドユーザーに提供、島
内で生産から消費まで完結する水素インフラを構築し、水素
ハブにすることを目指している。先日訪問した米国ロサンゼ
ルス近郊のサンバーナーディーノ郡では、水素とバッテリー
のハイブリッド技術の鉄道車両の実証試験が進められており、
まもなく運行開始予定である。

４．フィリピンPPPセンターの活動状況の発表
エレーザー・リコテ　フィリピンPPPセンター 副所長
プロジェクト開発・監視ファシリティ

（Project�Development�and�Monitoring�
Facility）サービスの概要と、当該ファシ
リティによる支援によりコンサルティン
グが行われているフィリピンにおける
PPPプロジェクトの実績と見込み、そ
の他鉄道分野におけるPPPプロジェク
トの進行状況を紹介した。当該ファシリティは、フィリピン
政府、ADBを通じた豪州政府及びADBによる都市気候変動
強靭化信託基金からの拠出による基金である。

●質疑応答
Ｑ（リコテ副所長）：PPPセンターの活動において、運輸総
合研究所から何か協力を得られるか。
Ａ（藤﨑主席研究員）：当研究所の研究調査の報告書は、サイ
トで公開しており、活用可能であるが、ほとんどが日本語で
ある。しかし、今回の小御門研究員の発表のように、研究調
査の主な成果内容は、今後も英語で発表できるように努める
つもりである。例えば、TODについても発表可能である。

Ｑ（小御門研究員）：支援対象となったプロジェクトにおいて、
日本のコンサルタントは関わっているのか。
Ａ（リコテ副所長）：交通以外の分野では、日本のコンサルタ
ントが参加している例はあるが、交通分野ではない。
Ａ（ヘルナンデス所長）：だからこそ、今回の訪日機会に、日
本のコンサルタントにも交通分野で関心を持ってもらうよう
にしたい。

５．閉会挨拶
ヘルナンデス所長が、総括して、有意義な意見交換であっ

たと評価し、当研究所との連携を今後も継続していきたい旨
を述べた。

Research on Hydrogen Utilization in the Transportation Sector (2023-)

• To accelerate the widespread adoption of hydrogen in Japan’s transportation sector, a comprehensive 
assessment of its current use across the entire sector will be carried out. This assessment will also identify 
highly-feasible models that take into consideration development of a hydrogen supply chain.

• Present a feasible and predictable model for social implementation of hydrogen, taking into account the potential 
for efficiently maintaining and operating a hydrogen supply infrastructure through intermodal and cross-sector 
collaboration within the transportation sector.

• Consolidate issues to be addressed so as to realize a socially-implementable model and discuss how to 
solutions will be directed.
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